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政権交代後の景気回復への期待感もあり、取扱高は平成24年度以降プラスで推移している。
　とりわけ、円安やＬＣＣ（低費用航空会社）、ビザの規制緩和などを追い風に、訪日外国人旅行が急速に伸びており、当面この傾向が続くとみられる。
　規模にかかわらず、地域密着や着地型観光をテーマにした商品開発が全国で展開され、個人需要をいかに掘り起こすかが重要になっている。
業界概要

報酬を得て旅行業務を取り扱う旅行業は、旅行業法に基づく登録制で、業務範囲の違いにより第１種から第３種の旅行業と旅行業者代理業の４つに分類される。第１種から第３種の旅行業は、海外・国内の受注型企画旅行（オーダーメイド旅行）や手配旅行の契約（従来の「代理・媒介・取次」）、及び他社の募集型企画旅行（パッケージ旅行）の代理販売（代売）を行うことができる。加えて第１種は、海外・国内の募集型企画旅行を、第２種は国内の募集型企画旅行を扱うことができる。さらに、旅行業者代理業は、特定１社の契約旅行業者の代理として委託された旅行業務を行う。
なお、旅行業法の規制緩和によって、平成19年には第３種旅行業者が業務範囲の限定など一定の条件下で募集型企画旅行の実施が認められたほか、25年には限定された区域内での受注型・募集型企画旅行、及び手配旅行の取り扱いができる「地域限定旅行業」が創設された。

近年、国内・海外旅行に関係なく、旅行の形態が団体旅行から個人、あるいは少人数のグループに変化し、また、インターネットを使って個人が鉄道・航空チケットや宿泊施設の予約を行うケースが増えていることから、大手旅行会社でも実店舗の窓口における集客力が低下している。そこで、大手旅行会社では事業の効率化と顧客獲得を両立するために、店舗の閉鎖と併せて中小旅行会社への販売委託やインターネット販売への取組を強化している。

大阪の地位と特徴
全国の旅行業者数は、第１種701社、第２種2,794社、第３種5,679社、旅行業者代理業837社である。そのうち大阪府では、第１種48社、第２種168社、第３種544社、旅行業者代理業78社が立地し、対全国比はそれぞれ、6.8％、6.0％、9.6％、9.3％となっている。事業者数では、東京都（2,314社）に次いで全国第２位であるものの、対全国比でみると上記のように第３種が最も高く、中小零細事業者の集積が高いのが特徴である。これに対して、東京都の対全国比は第１種が56.5％と、大手旅行業者の大半が立地する地域であることが分かる。
国内と海外旅行で明暗分かれる
主要旅行業者における、最近数年間の総取扱額を部門別にみると、全体の６割以上を占める国内旅行については、リーマンショックによる世界的な景気後退、東日本大震災後の旅行自粛ムードの広がりや風評被害などの影響から、20年度から前年度比マイナスが４年間続いた。しかし、政権交代以降は景気回復への期待感に伴う株価の上昇や、ＬＣＣ（格安航空会社）の運航開始、急激な円安による海外旅行から国内旅行への回帰といった要因から、24年度はプラスに転じた。25年度も、東京ディズニーリゾート30周年や伊勢神宮の式年遷宮などのイベントが旅行需要を後押しし、前年度比は6.0％増となるなど明るさが広がりつつある。
一方、海外旅行についてもリーマンショックで20～21年度に大きく落ち込んだ後、22年度はその反動増で12.1％増と大幅に伸びたが、翌23年度は震災後の旅行自粛ムードもあり小幅の伸びにとどまった。24年度以降は、韓国元大統領の竹島上陸による日韓関係の悪化と韓流ブームの冷え込み、さらには尖閣諸島国有化に伴う日中関係の悪化といった背景から、中国・韓国方面のツアーが低調である。ＬＣＣの普及などもあり、ハワイや台湾など一部で好調な方面はあるものの、全体では苦戦しており、25年度も上述した政治的関係の悪化や急激な円安の進行を受けて、前年度比は４年ぶりのマイナスとなった。
　これに対して、訪日外国人旅行（インバウンド）は国内・海外旅行とはやや異なった動きを示している。リーマンショックによる２桁の落ち込みの後、翌22年度にはその落ち込みを相殺する高い伸びを示したが、震災のあった23年度はリーマンショックを凌ぐ大幅な落ち込みとなった。24年度は、先述した日韓・日中関係の悪化により、中国や韓国からの旅行者が一時的に減少したものの、ＬＣＣの台頭や円安の進行、その後の東南アジア諸国に対するビザ発給要件の緩和、政府による海外プロモーション活動の効果などもあり、韓国、台湾、中国、香港を中心に、全体では20％を超えるプラス幅を維持している。
直近の取扱高は天候不順がマイナス要因に
（協）大阪府旅行業協会（ＯＡＴＡ）によると、26年７～９月期の国内旅行の取扱高は、前年同期比で微増となった。中小旅行会社は、地域の町会・自治会、老人会・婦人会、企業の労働組合や親睦会といった団体が主な顧客であることが多い。そのため、長年にわたる取引関係が構築されており、好不況による取扱高の変動が少ない。なお、一部の企業では、お金と時間に余裕のあるシニアの女性のニーズを確実に掴み、７～９月期の取扱高が２桁増となった例もある。一方、大手旅行会社へのヒアリングによると、取扱高は横ばいとする声が多かった。そのマイナス要因として、期間後半に台風や豪雨水害などの天候不順による国内線のフライトの欠航、９月の日並びの悪さ、25年の東京ディズニーリゾートや伊勢神宮のイベントの反動減などが挙げられている。これに対して、プラスの要因にはＵＳＪの新エリア開業の影響、世界遺産登録の富岡製糸場ブームなどがある。
　海外旅行については、円安の影響や台風などの天候不順、政治的関係の悪化、デモなどの情勢不安から、取扱高は前年同期比で横ばい、または減少と厳しい。ただし、韓国やイタリアといった一部の方面では、個人向けの高額ツアーが好調であるという。
　インバウンドは、先述のプラス要因の中でも特に円安の影響が大きく作用し、初夏から７～９月期にかけて２桁の増加で推移している。しかし、インターネットで直接予約する形態も多く、当業界への恩恵は少ないと指摘する声もある。

顧客単価は上昇
商品価格はあまり変わらないが、アベノミクス効果によるボーナス支給なども影響し、25年頃から価格志向が薄れつつある。ホテルのグレードアップやオプショナルツアーの追加、食事の充実など、１人当たりの顧客単価が上昇している。
利益率は低下傾向にあるものの、横ばい、あるいは数％増と安定的に推移している。なお、海外のホテルの仕入については、為替変動の影響を少なくするため、６か月前に現地通貨で為替予約を行っている。
設備投資は低調、大手の雇用は堅調
当業界は、あまり設備投資を必要としないのが特徴である。何種類もの販売予約システムの更新を毎年行う大手旅行会社もあるが、店舗数削減の下では一時的な支障移転（テナントビルの改装など、外部の要因によって店舗を移設すること）や店舗改装が中心である。なお、大手の代理販売（代売）に際して、中小旅行会社は委託元の販売予約システムを導入するが、業界組合経由の契約により、月々の負担額が抑えられるメリットがある。
　雇用の過不足感は規模によって状況が異なる。中小では社長自らが添乗員として現場に赴くことも少なくなく、恒常的に不足状態にあるといえる。一方、大手では店舗によって若干の不足感はあっても、毎年採用を実施するなど中小ほど逼迫感はない。なお、インバウンド部門に人材を集中的に投入しているある大手では、新卒採用時の条件にＴＯＥＩＣ850点以上という高得点を設定したにもかかわらず、女性を中心に優秀な人材が多数集まったという。
地域へのアプローチが強まる
中小旅行会社で構成される（一社）全国旅行業協会（ＡＮＴＡ）では、10年前から地域を切り口にした商品開発の動きがある。地域密着型の着地型観光を「地旅（じたび）」と名付け、ＡＮＴＡの会員企業である地域の旅行会社が地元住民と共同で旅行商品を企画し、「地旅ブランド」として販売する仕組みである。

こうした立地地域との関わりが深い中小に対抗して、大手でも地域を意識した取組を進める例がみられる。ある大手総合旅行会社では、グループ会社のノウハウを活かして、大学の在学生が受験生に紹介したい魅力的なスポットや店舗を直接取材して、オープンキャンパス用のガイドブックを制作する試みを全国に展開している。また、地域交流や着地型観光に着目したまちおこしプロジェクトを提唱し、関西のみならず全国の商店街や工場などの地元企業と連携したツアーの開発を手掛けている。
　個人旅行の形態が主流になる中で、従来のマスへのアプローチによる集客は困難になっており、地域色をより強調して顧客の関心を引き付けながら、地域活性化にもつながるような商品開発が求められている。
今後の見通し
　本年開業したＵＳＪの新エリアをはじめ、大坂の陣から400年を迎える26～27年にかけて「大坂の陣400年天下一祭」が開催されるなど、大阪の観光に関する話題は少なくない。また、インバウンドも増加傾向が見込まれており、集客のチャンスは大いにあると思われる。だが一方で、消費税率のさらなる引き上げや円安の一層の進行など、個人消費に対する懸念材料も依然残っており、今後の内需の動向が注目される。
（山本　敏也）
主要都府県の旅行業者数
[image: image1.emf]第１種 第２種 第３種 代理業 計

東京都 396 358 1,443 117 2,314

大阪府 48 168 544 78 838

愛知県 39 129 301 46 515

埼玉県 3 134 257 17 411

千葉県 3 101 231 15 350

全国計 701 2,794 5,679 837 10,011


資料：（一社）日本旅行業協会『数字が語る旅行業2014』
主要旅行業者総取扱額の前年比・前年同月比(％)
[image: image2.emf]年度・月海外旅行国内旅行訪日旅行 計

平成22 12.1 ▲ 2.1 19.0 2.9

23 2.0 ▲ 1.4▲ 25.3 ▲ 0.5

24 5.3 4.5 44.8 5.1

25 ▲ 1.0 6.0 26.1 3.7

26年4 ▲ 5.1 ▲ 0.6 51.3 ▲ 1.2

5 1.2 4.2 15.9 3.4

6 2.4 1.7 32.1 2.3

7 3.5 2.7 32.7 3.3

8 ▲ 1.0 ▲ 0.3 27.8 ▲ 0.3


資料：観光庁観光産業課「主要旅行業者の旅行取扱状況速報」
（注）26年度より、対象となる主要旅行業者が変更され、事業
者数も57社から50社に変更された。
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